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第 6 章 調査結果の概要並びに予測及び評価の結果 

6.1 予測の前提 

予測の前提として工事及び存在･供用の工事工程や計画について以下に示します。 

なお、本工事工程及び工事計画は、現場条件等により変更されることがあり得ます。 

また、工事は昼間に行うこととしていますが、昼間に加え、夜間に行う場合があり

ます。 

 

6.1.1 工事 

 (1) 施工計画 

本事業における工事工程を表-6.1.1に示します。 

本事業の主な工事としては、飛行場施設、飛行場関連施設及び港湾施設の工事があ

ります。また、工事に必要となる仮設工事を実施します。 

 

表-6.1.1 工事工程（再掲） 

撤去工事

撤去工事

2年次 3年次 4年次

飛行場支援施設等

貯蔵関連施設

訓練施設

工事区分
1年次

仮設工事

環
境
影
響
評
価
書
　
公
告

工事工程

港湾施設

係留施設等

揚陸施設

仮設桟橋

飛行場施設

飛行場関連施設

駐機場等施設

航空保安施設

格納庫
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 (2) 船舶・建設機械の稼働計画 

工事に使用する船舶、建設機械の稼働計画をもとに、年次ごとのピーク時の日稼働

隻数・台数を表-6.1.2に示します。 

港湾施設の工事においてはガット船、潜水士船等があげられます。 

飛行場施設及び飛行場関連施設においては、ダンプトラック、ブルドーザ等があげ

られます。 

また、建物等の建築工事においては、トレーラ、トラック等が挙げられます。 

種子島においては、資機材の運搬のため、セメント運搬車、トレーラ等が挙げられ

ます。 

なお、工事に用いる建設機械は周辺環境への影響を低減するため、排出ガス対策型、

低騒音・低振動型の積極的な導入に努めます。 
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表-6.1.2(1) 港湾施設の工事に係る船舶稼働計画 

（年次ごとのピーク時の日隻数） 

バックホウ浚渫船 鋼D 2.0m3 2

グラブ浚渫船 鋼D 3.5m3 1

土運船 鋼300m3積 4

土運船 鋼650m3積 1

押船 鋼D 500PS 2

押船 鋼D 1300PS型 1

捨石均し船 1000PS型（1,100GT） 3 2 1

揚錨船 鋼D 5t吊 2 3 2

揚錨船 鋼D 15t吊 5 4 2 3

揚錨船 鋼D 20t吊 1 1

潜水士船 D180PS型 3～5t吊 8 13 8 2

引船 鋼D 200PS型 2

引船 鋼D 300PS型 1 1 1

引船 鋼D 500PS型 1 3 3

引船 鋼D 600PS型 1

引船 鋼D 700PS型 3 5 5 3

引船 鋼D 800PS型 2 2 1

引船 鋼D 1000PS型 3 2 2

引船 鋼D 1500PS型 7 6 4 3

引船 鋼D 2000PS型 1 1

引船 鋼D 2500PS型 2 2 1

引船 鋼D 3000PS型 4 5 3

引船 鋼D 3500PS型 1 1

台船 鋼 500t積 1 2 2

台船 鋼 1,000t積 1 1 1

台船 鋼 10,000t積 1 1

クレーン付台船 35～40t吊 1 1

起重機船 鋼D 25t吊 1 1

起重機船 鋼D 150t吊 5 6 6 6

起重機船 鋼D 200t吊 2 2 1

起重機船 鋼D 250t吊 2 1 1

起重機船 鋼D 300t吊 2 3 3 1

起重機船（固定） 鋼DE 1400t吊 1 1

コンクリートミキサー船 バッチ式 DE2.5m3 3 2 1 3

非航杭打船（油圧ﾊﾝﾏ） H-150 1 2 2

ガット船 499GT、850m3積 9 8 1

機種 規格 1年次 2年次 3年次 4年次
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表-6.1.2(2) 飛行場及び飛行場関連施設の土木工事に係る建設機械稼働計画 

（年次ごとのピーク時の日台数） 
工種 機種 規格 1年次 2年次 3年次 4年次 

工事用車両 ライトバン 排気量1.5ℓ  46 62 44 7 

 マイクロバス 乗車定員26名 23 30 21 4 

滑走路地区 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.45m3 37 36     

 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.6m3   24     

 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.8m3 11 4     

 ﾊﾞｯｸﾎｳ 2.0m3 12       

 ﾊﾞｯｸﾎｳ 5.0m3 32 32     

 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 10tDT 36 293     

 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 25tDT 60       

 ﾘｼﾞｯﾄﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 50tDT 136 136     

 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 3t級 9 65     

 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 20t級 5 8     

 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 32t級 58 16     

 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 50t級 16       

 振動ﾛｰﾗ 1t 3 23     

 振動ﾛｰﾗ 11t 13 19     

 振動ﾛｰﾗ 20t 69 32     

 ﾏｶﾀﾞﾑﾛｰﾗ- 10t～12t 13 20     

 ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ 8t～20t 13 58     

 ｺﾝﾊﾞｸﾀｰ 60kg 6 44     

 ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀ 3.1m 9 15     

 ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾌﾟﾚｯﾀﾞ 3.0m～7.5m(S) 4 12     

 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌｨﾆｯｼｬ 3.0m～7.5m(F) 4 12     

 ｺﾝｸﾘｰﾄﾚﾍﾞﾗｰ 3.0m～7.5m(L) 4 12     

 ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 3.0m～12.0m   1     

 ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞﾛｰﾗｰ 4t～7t   20     

 振動ｺﾝﾊﾟｸﾀｰ 80㎏   1     

 ｸﾛｰﾗｰﾄﾞﾘﾙ 250kg級 37 32     

 木材破砕機 150kW 2       

 不整地車 10t不陸 10       

 散水車 10t車   13     

 散水車 4t車 8 20     

 ﾄﾗｯｸ 10t   19     

 ﾕﾆｯｸ車 10t(U)   26     

 ﾎﾟﾝﾌﾟ車 100m3 3 46     

 ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 25t   26     

 ﾐｷｻｰ車 4.4m3 3 68     
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表-6.1.2(3) 飛行場及び飛行場関連施設の土木工事に係る建設機械稼働計画 

（年次ごとのピーク時の日台数） 
工種 機種 規格 1年次 2年次 3年次 4年次 

駐機場地区 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.45m3 14 7 7 
 

 
ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.8m3 7 

   

 
ﾊﾞｯｸﾎｳ 2.0m3 5 3 

  

 
ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 10tDT 4 15 15 

 

 
ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 25tDT 25 15 

  

 
ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 3t級 4 2 2 

 

 
ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 20t級 

 
2 2 

 

 
ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 32t級 10 6 

  

 
振動ﾛｰﾗ 1t 

 
1 1 

 

 
振動ﾛｰﾗ 11t 

 
4 4 

 

 
振動ﾛｰﾗ 20t 5 3 

  

 
ﾏｶﾀﾞﾑﾛｰﾗ- 10t～12t 

 
4 4 

 

 
ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ 8t～20t 

 
4 4 

 

 
ｺﾝﾊﾞｸﾀｰ 60kg 

 
2 2 

 

 
ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀ 3.1m 

 
4 4 

 

 
ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾌﾟﾚｯﾀﾞ 3.0m～7.5m(S) 

 
2 2 

 

 
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌｨﾆｯｼｬ 3.0m～7.5m(F) 

 
2 2 

 

 
ｺﾝｸﾘｰﾄﾚﾍﾞﾗｰ 3.0m～7.5m(L) 

 
2 2 

 

 
ｸﾛｰﾗｰﾄﾞﾘﾙ 250kg級 1 1 

  

 
木材破砕機 150kW 2 

   

 
不整地車 10t不陸 7 

   

 
散水車 4t車 

 
4 4 

 

 
ﾎﾟﾝﾌﾟ車 100m3 

 
1 1 

 

管理地区 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.45m3 8 2 1  

 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.8m3 17    

 ﾊﾞｯｸﾎｳ 2.0m3 5    

 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 10tDT 2 4 3  

 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 25tDT 25    

 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 3t級 2 1   

 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 20t級  1   

 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 32t級 10    

 振動ﾛｰﾗ 11t  2 1  

 振動ﾛｰﾗ 20t 5    

 ﾏｶﾀﾞﾑﾛｰﾗ- 10t～12t  2 1  

 ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ 8t～20t  2 1  

 ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀ 3.1m  2 1  

 ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ 3.0m～12.0m  1 2 1 

 ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞﾛｰﾗｰ 4t～7t  1 2 1 

 振動ｺﾝﾊﾟｸﾀｰ 80㎏  1 1  

 ｸﾛｰﾗｰﾄﾞﾘﾙ 250kg級 2    

 木材破砕機 150kW 1    

 不整地車 10t不陸 2    

 散水車 4t車  1 1  
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表-6.1.2(4) 飛行場及び飛行場関連施設の土木工事に係る建設機械稼働計画 

（年次ごとのピーク時の日台数） 
工種 機種 規格 1年次 2年次 3年次 4年次 

貯水池地区 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.45m3  2    

ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.8m3 2     

ﾊﾞｯｸﾎｳ 1.4m3 4     

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 10tDT 24 5    

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 3t級  1    

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 20t級  1    

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 32t級 2     

振動ﾛｰﾗ 1t 1    

 振動ﾛｰﾗ 11t  2   

 ﾏｶﾀﾞﾑﾛｰﾗ- 10t～12t  2   

 ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ 8t～20t  2   

 ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀ 3.1m  2   

 ｺﾝｸﾘｰﾄｽﾌﾟﾚｯﾀﾞ 3.0m～7.5m(S)  1   

 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌｨﾆｯｼｬ 3.0m～7.5m(F)  1   

 ｺﾝｸﾘｰﾄﾚﾍﾞﾗｰ 3.0m～7.5m(L)  1   

 散水車 4t車  2   

 ﾎﾟﾝﾌﾟ車 100m3 1 1   

 ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 25t 1 1   

 ﾐｷｻｰ車 4.4m3t 1 1   

燃料施設地区 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.6m3  6 3  

 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.8m3 6 9 6  

 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 10tDT 13 9 6  

 振動ﾛｰﾗ 1t  8 5  

 振動ﾛｰﾗ 4t  1 1  

 ﾄﾗｯｸ 10t  16 6  

 散水車 10t車  2 1  

 ﾎﾟﾝﾌﾟ車 100m3  4 2  

 ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 50t  10 4  

 ﾐｷｻｰ車 4.4m3  8 3  

仮設工事 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.45m3 19   9 

 ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.8m3 33   9 

 ﾊﾞｯｸﾎｳ 1.4m3 6    

 ﾊﾞｯｸﾎｳ 2.0m3 1    

 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 10tDT 107   36 

 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 25tDT 5    

 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 7t級 3    

 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 20t級 8    

 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 32t級 6    

 ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ 8t～20t 7    

 振動ﾛｰﾗ 11t 7    

 振動ﾛｰﾗ 20t 1    

 木材破砕機 150kW 1    

 不整地車 10t不陸 6    

 散水車 10t車 12   18 

 ﾕﾆｯｸ車 10t(U) 6   9 

 ﾄﾗｯｸ 10t 54   72 
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表-6.1.2(5) 飛行場及び飛行場関連施設の土木工事に係る建設機械稼働計画 

（年次ごとのピーク時の日台数） 
工種 機種 規格 1年次 2年次 3年次 4年次 

仮設工事 ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 25t 10   12 

（続き） ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 50t 10   12  

ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 75t 9   12  

ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ 120t 9   12  

高所作業車 8m 19   24  

高所作業車 20m 9   12 

 ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀ 3.1m 7    

 ﾎﾟﾝﾌﾟ車 100m3 6    

 ﾐｷｻｰ車 4.4m3 16    

垂直離着陸 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 16t級   16  

訓練施設 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 32t級  12 12  

 振動ﾛｰﾗ 11t   16  

 ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀ 3.7m   3  

 ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ 8t～20t   3  

 ﾏｶﾀﾞﾑﾛｰﾗ- 10t～12t   3  

 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌｨﾆｯｼｬ 3.0m～7.5m(F)   4 4 

東揚陸施設 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 10tDT  4 4  

 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 20t級  4 4  

 ﾎﾟﾝﾌﾟ車 100m3  6 4  

 ﾐｷｻｰ車 4.4m3  6 4  

 ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 50t  2 2  

西揚陸施設 ﾎﾟﾝﾌﾟ車 100m3   2  

 ﾐｷｻｰ車 4.4m3   2  

 ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 50t   2  

工事電源 発動発電機 25kVA 20 34   

 発動発電機 60kVA 10 10 5  

 発動発電機 610kVA 10   13 

 発動発電機 800kVA 6   6 

仮設施設電源 発動発電機 200kVA 33 41 34 5 

 発動発電機 400kVA  1 1 1 

 発動発電機 610kVA 4 4 2 2 

 発動発電機 800kVA 3 3 3 3 
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表-6.1.2(6) 飛行場及び飛行場関連施設の建築工事に係る建設機械稼働計画 

（年次ごとのピーク時の日台数） 

機種 規格 1年次 2年次 3年次 4年次

ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.28m3 22 4 4

ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.7m3 15 21 17

ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ 50t 6 29 29 1

ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 25t 17 3 12 12

ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 35t 8 8 3

ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 50t 8 8 3

ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 60t 1 2

ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 100t 1 2

クローラークレーン 100ton 5 5

クローラークレーン 120ton 3 10 6

クローラークレーン 200ton 2 2 5 1

クローラークレーン 350ton 1 1 1

フォークリフト 2ton 26 41 41 12

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 4ton 10

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 10tDT 11 25 9 4

トレーラ 20ton 91 276 384 10

トラック 10ton 230 25 59 54

トラック(ユニック) 4ton 31 42 43 12

トラック 2ton 16 29 29 1

ハンドパレット 1.5ton 14 20 37 2

基礎工事用機械 深層地盤改良機 3 3 1

ロードローラー 8ton 2 2

タンピングローラー 3ton 2

地盤改良機（DHJ15相当）15ton 3 2

コンクリートミキサー車 4.25m3 15 22 19 2

コンクリートポンプ車 30m3/hr（ブーム） 7 8 6

ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ 160t 2

高所作業車 8m 3

発動発電機 45kVA 51 79 81 6

発動発電機 500kVA 60 56 56 10  
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表-6.1.2(7) 飛行場施設及び飛行場関連施設の資材搬入に係る船舶稼働計画 

（年次ごとのピーク時の日隻数） 

機種 規格 1年次 2年次 3年次 4年次

タンカー 10,000DWT 1 1 1

貨物船 2,000DWT 1 1 1

ガット船 499GT 5 2 1

台船、引船 鋼2,000t積,鋼D2,000PS型 3 3 3 1

ランプウェイ台船,押船 鋼D1,000PS 型 10 5 2 1  

 

表-6.1.2(8) 種子島における資機材運搬計画 

（年次ごとのピーク時の日台数） 

区分 主な用途 車　　種 規　格 1年次 2年次 3年次 4年次

骨材の運搬 ダンプトラック 10ｔ 57

工事資材の運搬 トラック 10ｔ積 45 32 27

重機、コンテナの運搬 トレーラ 20ｔ積 57 26 3

燃料の運搬 タンクローリー車 10Kℓ積 26 21 15 3

セメントの運搬 セメント運搬車 10ｔ積 66 110 33 2

生コン運搬 アジテータ車 10t積 23 50 42

ブロック運搬 トレーラ 25t積 22 72 75

ダンプトラック 10t積 68 51 17

乗用車 － 17 13 5

資機材陸送 トラック 11t積 10 10

通勤車両 乗用車 － 115 192 164 25

中詰材仮置

陸域工事

海域工事

 

 

 (3) 主な資材搬入計画 

工事に必要となる資材は、燃料、セメント、コンクリート用骨材、工事用水、コン

クリート用水、洗車用水、アスファルト合材、アスファルトスレート材、基礎・路盤

砕石、防護柵、排水管、給水管、補強土壁、L型擁壁、鋼材、プラント部材、捨石、被

覆ブロック、消波ブロック、コンクリート、根固方塊、ケーソン等が挙げられます。 

これらの資材の運搬ルートについては、対象事業実施区域と種子島の間及び種子島

島内において多くの資材及び機械を安全かつ周辺の交通に影響を及ぼさないという最

小限のルートを計画しています。 

工事中の資材及び機械の運搬に用いる船舶の運航及び種子島島内において用いる工

事用車両の運搬ルートは図 6.1.1に示すとおり計画しています。 

なお、ルートについては、現場条件等により変更されることがあります。 
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図 6.1.1 工事中の資材及び機械の運搬ルート  
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 (4) 土砂等流出防止対策  

工事エリア内に、流域に応じた規模の仮設沈砂池（図 6.1.2）を設置し、流出側に

は濁水処理フィルター等を設置します。また、濁水処理施設も併用します。 

施工状況に応じて、それを補完する仮設沈砂池を複数設置し、以下のような維持管

理等を行います。 

・仮設沈砂池の排砂や濁水処理フィルター等のメンテナンスを定期的に行う。  

・造成後の裸地には、赤土等流出防止材吹付等の散布や早期緑化を行う。  

・必要に応じて、小堤工の設置を行う。 

また、本工事において発生した排水の浮遊物質量（SS）の濃度は、濁水処理施設で

SSを 25mg/L以下に処理したのち排水させることとします。 

 

 

図 6.1.2 仮設沈砂池のイメージ 

 

 

仮設沈砂池の容量等については、以下のように検討しました。 

計画雨水量の算出は、鹿児島県の「都市計画法に基づく開発許可申請の手引き」よ

り、合理式（ラショナル式）を採用しました。 

流出係数は、現地の状況を踏まえ、畑・原野ならびに山地の値を比べ、値が大きい

0.7としました。 
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Ｑ＝1/360Ｃ・Ｉ・Ａ 

Ｑ：計画雨水量（m3/s） 

Ｃ：流出係数 

Ｉ：流出時間内の平均降雨強度（mm/h） 

Ａ：排水面積（ha） 

 

降雨強度は、「都市計画法に基づく開発許可申請の手引き」に示された10年確率の

降雨強度式から、計画地の近傍都市である鹿児島の降雨強度式を用いました。なお、

本事業においては、工事期間から 5 年降雨強度が妥当ですが、安全に留意し表-6.1.3

の 10年降雨強度を用いることとしました。 

なお、計画地の最寄りの観測所である種子島特別地域気象観測所（西之表市）の過

去30年間の気象データ（1992 年 1月～2021 年 12 月）を確認したところ、1時間あた

りの最大降水量は126.0mm/hr であり、10年降雨強度の 133.1mm/hr を超える降水量は

観測されていません。 

表-6.1.3 降雨強度 

 

出典：都市計画法に基づく開発許可申請の手引き 

 

仮設沈砂池 1 箇所あたりの堆砂量は、表-6.1.4を参考に、現場にて生じる堆砂量が

多くなる可能性を考慮し、300m3/年・haとしました。 

また、排砂の頻度については、宅地防災マニュアルの解説を参考に、3ヶ月に1度排

砂する計画としました。 

表-6.1.4 仮設沈砂池の堆砂量 

図  書 
鹿児島県都市計画法に基づく開

発許可申請の手引き 

宅地防災マニュアルの解説 

1 年あたりの堆

砂量 

造成工事にあっては，次式による

貯砂容量を有する仮沈砂池を先行

整備するものとする。 

V＝造成面積×300m3/年・ha 

工事期間中の設計堆砂量は 300m3/ha/

年を基本とする。 

排砂の頻度 ― 3ヶ月に1度排砂する計画とする。 
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6.1.2  存在・供用 

 (1) 航空機の運航等の想定 

  1) 自衛隊機 

現時点では、F-15、F-2、F-35A、F-35B、C-130、C-2、US-2、KC-767、KC-46A、CH-47、

UH-60、V-22等の自衛隊機を主に使用することを想定しています。ただし、上記以外の

装備品を使用する可能性があります。 

年間の飛行回数は、表-6.1.5に、飛行経路は図-6.1.3に示すとおりです。 
 

表-6.1.5 供用時の飛行回数（再掲） 

区分 
年間の飛行回数（回） 

計 日中 夕方 夜間 

訓練 

F-35B 5,292  2,780  2,512  0  

F-35A 2,775  2,525  250  0  

F-15 2,835  2,585  250  0  

F-2 32  32  0  0  

C-130（C-2、KC-767、KC-46A) 6,586  4,894  1,692  0  

P-3C/1 1,236  833  403  0  

US-2 1,250  1,050  200  0  

UH-60 8  8  0  0  

CH-47（V-22） 213  168  45  0  

計 20,227  14,875  5,352  0  

移動 

F-35B 1,600  1,600  0  0  

F-35A 160  160  0  0  

F-15 160  160  0  0  

F-2 80  80  0  0  

C-130（C-2、KC-767、KC-46A） 136  136  0  0  

P-3C/1 200  200  0  0  

US-2 200  200  0  0  

UH-60 24  24  0  0  

CH-47（V-22） 98  98  0  0  

計 2,658  2,658  0  0  

輸送 C-130 576  576  0  0  

計 576  576  0  0  

小 計 23,461  18,109  5,352  0  

    注 1） （ ）内の機種はC-130や CH-47の飛行回数に含まれています。 

注2） 日中は午前7時～午後7時、夕方は午後7時～午後10時、夜間は午前0時～午前7時及び午後10

時～午後12時を示します。 

 
北西方向の風         南東方向の風 

図-6.1.3 自衛隊機の飛行経路（標準計器出発方式、計器進入方式）（再掲） 
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  2) 米軍機 

現時点では、米軍の FCLP では FA-18、EA-18、E-2、C-2 等を主に使用することを

想定しています。ただし、上記以外の装備品を使用する可能性があります。 

年間の飛行回数は、表-6.1.6に、飛行経路は図-6.1.4に示すとおりです。 

 

表-6.1.6 FCLPの飛行回数（再掲） 

区分 
年間の飛行回数（回） 

計 日中 夕方 夜間 

訓練 

FA-18 3,257  2,052  791  414  

EA-18 459  292  107  60  

C-2 365  293  51  21  

E-2 787  531  188  68  

計 4,868  3,168  1,137  563  

移動 

FA-18 192  192  0  0  

EA-18 24  24  0  0  

C-2 8  8  0  0  

E-2 20  20  0  0  

計 244  244  0  0  

輸送 
C-40 108  108  0  0  

C-130 136  136  0  0  

計 244  244  0  0  

小 計 5,356  3,656  1,137  563  

注） 日中は午前7時～午後7時、夕方は午後7時～午後10時、夜間は午前0時～午前7時及

び午後10時～午後12時を示します。 

 

北西方向の風                 南東方向の風 

   
 
 
 
 
 
 
 

 
北東方向の風                 南西方向の風 

 
 
 
 
 
 
 
 

図-6.1.4 FCLPの飛行経路（再掲） 

飛行経路（計器飛行方式） 

飛行経路（有視界飛行方式） 

飛行経路（計器飛行方式） 

飛行経路（有視界飛行方式） 

飛行経路（計器飛行方式） 

飛行経路（有視界飛行方式）

飛行経路（計器飛行方式） 

飛行経路（有視界飛行方式）
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 (2) 給排水計画 

  1) 上水道計画 

馬毛島には既設の給水施設がないことから、部隊配置に伴い、給水の貯留施設や浄

水処理施設等を整備します。 

計画 1日給水量は、490m3/日となります。これは、計画人員750人（訓練時500 人、

自衛隊200人、その他50人）とし、その他、洗機用水、プール循環水を合わせた場合

の給水量となります。 

水源については、井戸及び飛行場等に降った雨水を新たに設置する貯水池及び貯水

槽に集水し、浄水処理施設にて処理した後、受水槽に貯水します。 

給水方法は、地形条件や建物配置等を勘案し、標準的な貯水槽を設けたポンプ直送

方式を採用します。 

 

  2) 汚水排水計画 

計画 1 日最大汚水量は 582m3/日以下となります。これは、計画人員 750 人（訓練時

500人、自衛隊200人、その他50人）とした場合の汚水量となります。 

汚水については、島の東側に汚水処理施設を設置し、処理する計画としています。

汚水処理施設の処理方式は、国土交通大臣認定の合併処理浄化槽方式を採用し、処理

後の排水は、「鹿児島県浄化槽事務取扱要領」（令和 2 年 3 月、鹿児島県）の水質基

準（BOD20mg/L以下、大腸菌群数3,000個/cm3以下）を満足させ、雨水排水管を経由し

調整池に貯留したのち既存水路に放流します。 

また、汚水処理施設処理フローは図-2.2.16に、放流位置は図-2.2.18に示すとおり

です。 

なお、訓練施設等に設置する建物（3箇所）については、それぞれに小型浄化槽（合

併処理浄化槽）を設置することとしていますが、いずれの建物も常時利用されるもの

ではなく、定期点検や施設警備等の際の一時的な利用を想定しており、汚水量は極め

て少ない（1m3/日以下）ものとなっています。 

航空機を洗浄する洗機施設は駐機場に隣接して1箇所設置することとしています。 

洗機施設では、海水による錆を防ぐために水による洗浄を行い、さらに水洗浄では

落ちない航空機の汚れを洗剤や溶剤を用いて手洗いで洗浄します。使用する洗浄剤は、

界面活性剤類を主成分とした液体洗浄剤を用い、MIL-PRF-85570（防衛省仕様書 航空

機用機体洗浄剤2種、MIL-PRF-85570に準拠したもの相当）の弱アルカリ性洗剤(pHは

7.0 から 10.0)、また、MIL-PRF-87937（防衛省仕様書 航空機用機体洗浄剤タイプⅡ、

MIL-PRF-87937 に準拠したもの相当）の高アルカリ性（pH10.5 から 12.0）に分類され

ます。また、具体的な成分は、ポリ（オキシエチレン）イソトリデシルエーテル、3-

ブトキシ-2-プロパノール、オレオイルサルコシン、エタノール,2.2’-[[(メチル-1H-

ベンゾトリアゾール-1-yl)メチル]imino]bis-(9CI)です。最大 1 日当たり 2 機洗機す
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るものと想定しており、1機当たり最大40m3の水を使用することから、1日当たり最大

80m3 の洗機排水が発生します。このため、当該洗機排水を処理するための凝集沈殿処

理方式の洗機排水処理施設を設置します。 

航空機を洗浄する際は、事前に分岐桝のゲートを手動で開閉（排水処理施設側を開

き、雨水排水管側を閉じる）した後、洗機作業を実施します。航空機を洗浄した排水

は、洗機場周囲の側溝から分岐桝、中継ポンプ槽を経由し、油分離槽で排水中の油分

を取り除きます。その後、原水槽（60ｍ3）を経由し、反応槽以降の凝集沈殿処理によ

り排水を処理します。処理された排水は雨水排水管を経由し、調整池に一旦流入した

のち周囲の雨水と混合したうえで、近傍の沢に排水されます。 

なお、工事中及び洗機排水処理施設からの処理水は、水質汚濁防止法で規定される

排水水質基準を満足させた上で海域へ放流する計画としています。また、洗機排水処

理施設処理フローは図-2.2.17に、放流位置は図-2.2.18に示したとおりです。 

BOD、大腸菌群数以外の排水濃度は COD（化学的酸素要求量）30mg/L 以下、T-N（全

窒素）60mg/L以下、T-P（全りん）8mg/L以下とします。 

 


